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１ 日本年金機構における広報の概要

１

基本的な考え方

日本年金機構における広報活動は、お客様である国民の皆さまに対し、公的年金制度に対する理解と信頼を確保するため、
お客様の目線に立って、お客様が求める情報を分かりやすく提供することを目的としている。

具体的な取組

1

重点事項 内容 広報対象者 広報の手段

年金制度改正の周知
年金の受給資格期間の短縮（25年→10年）

⇒ 2ページ
年金を受給する権利の発生が
見込まれる者

・リーフレットの配布、ポスターの掲示
・ホームページへの掲載

ICT化の推進
電子申請の推進

⇒ 3ページ
事業主、社会保険労務士

・リーフレットの配布
・「日本年金機構からのお知らせ」への掲載
・ホームページへの掲載

分かりやすい情報提供の推進
ホームページの改善・充実

⇒ 4-5ページ
被保険者、年金受給者、事業主など ―

公的年金制度に対する

理解の促進

年金制度説明会、年金セミナーの開催
⇒ 7-9ページ

事業所の事務担当者、地域住民、
学生、生徒、保護者、教職員など

―

「ねんきん月間」「年金の日」にかかる
積極的な取組の実施

⇒ 9ページ
被保険者、年金受給者、事業主など

・リーフレットの配布
・ホームページへの掲載
・説明会及びセミナーの開催

年金委員への積極的な活動支援
⇒ 10ページ

年金委員
・リーフレットの配布やホームページへの
掲載を通じた情報提供

・研修会の開催

〔参考〕平成30年度広報実施計画（一部抜粋）

広報活動を進めるにあたっては、事業年度ごとに広報実施計画を策定し、対象事業年度における重点事項（例 年金制度改正の
周知）を設定するとともに、被保険者、年金受給者、事業主など、それぞれの事項に応じた広報対象者に対し、主として、リー
フレット・ポスターの配布・掲示や、ホームページへの掲載といった取組を行っている。
また、公的年金制度に対する理解の促進を図るため、年金制度説明会や年金セミナーの開催を中心とした地域年金展開事業を実
施している。



２ 主な広報活動 （１）リーフレット・ポスターの配布及び掲示

2

ポスター

「年金の受給資格期間の短縮」の例

リーフレット

〔概要〕
かつては、老齢年金を受け取るためには、保険
料納付済期間と国民年金の保険料免除期間など
を合算した資格期間が原則として25年以上必要
であった。
平成29年8月1日からは、資格期間が10年以上で
あれば老齢年金を受け取ることができるように
なった。

〔請求書の送付等〕
資格期間10年以上25年未満の方に対し年金請求
書を送付。
また、未請求となっている方や資格期間10年未
満の方への勧奨を実施。

〔周知・広報〕
厚生労働省と連携し、制度改正の趣旨、内容、
手続等について説明するリーフレットやポス
ターを年金事務所に設置するなどの取組を実施。

〔実績〕
平成31年3月末までに、約59万人の方の年金の
受給に結び付けることができた。

公的年金制度に対する理解を深めていただくにあたり、被保険者、年金受給者、事業主といった広報対象者（お客様）に対し、
お客様が求める情報や、日本年金機構としてお客様に周知したい情報について、それぞれの場面で、これらの情報を分かりや
すく提供することを目的に、リーフレットやポスターを配布・掲示している。

リーフレット・ポスターの概要



２ 主な広報活動 （１）リーフレット・ポスターの配布及び掲示
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他の取組事例

■ 厚生年金保険・健康保険制度のご案内

厚生年金保険・健康保険の加入義務や加入
の手続き、受けられる給付などについて紹
介することを目的に作成したリーフレット。

厚生年金保険・健康保険の加入手続きを
行っていない事業所に対し、加入勧奨や加
入指導を行うにあたり使用。

■ 知っておきたい年金のはなし

公的年金制度の仕組みについて正しい理
解の普及を目的に作成したリーフレット。

年金事務所内や市区町村に設置している
ほか、地域年金展開事業（6ページ以降
参照）における次の場面で使用。

・年金制度説明会や年金セミナーでの説
明資料

・年金委員、教育機関関係者、社会保険
労務士、市区町村担当者、厚生年金保
険・健康保険適用事業所の担当者など
に対し、公的年金制度の周知・啓発資
料として配布

日本年金機構からのお知らせ ※

「電子申請の推進」の例

リーフレット

令和2年4月以降、大法人の事業所は電子申請による
届出の一部が義務化される。

電子申請による届出を推進することにより、事業主
の行政手続の負担を軽減する効果も見込まれること
から、リーフレットの配布等による周知活動を展
開。

※ 事業主に公的年金制度の情報を提供するため、
毎月、厚生年金保険・健康保険加入事業所へ
送付するリーフレット（納入告知書等に同封）



２ 主な広報活動 （２）ホームページへの掲載

日本年金機構ホームページの概要
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■総アクセス数の推移

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1億4,900万件 1億3,096万件 1億4,219万件 1億6,589万件 1億8,042万件



２ 主な広報活動 （２）ホームページへの掲載

改善・充実に向けた取組

5

お客様が分かりやすく利用しやすいホームページとするため、次のような改善・充実に取り組んでいる。

○ 障害のある方や高齢者にも分かりやすく利用しやすいよう、文字サイズの変更や音声読み上げへの対応のほか、色の
組み合わせが見やすいよう配慮

○ トップページに「障害のある方」向けバナーを設置し、必要な情報を集約
（設置にあたり、障害者団体やお客様モニターのご意見を聴取）

○ パンフレット「障害年金ガイド」について、点字版、音声ファイル版、拡大文字版及びテキスト版をそれぞれ掲載

○ お問い合わせの多い事項（例：扶養親族等申告書の記入）について、Q＆Aを充実させるとともに、記入方法を説明する
動画を掲載

①

②

①

サイト閲覧支援ツール（音声読
み上げ／文字拡大／画面配色切
り替え）へのリンクや、文字の
大きさの切り替えボタンを設置

②

「障害のある方」向けバナーを
設置し、手話や字幕付き動画、
障害年金ガイド等、障害のある
方に必要な情報を集約して掲載

■利用しやすいホームページにするための取組の例



２ 主な広報活動 （３）地域年金展開事業 ～公的年金制度に対する理解の促進～

日本年金機構では、平成24年度から世代・年齢・地域・職域を超えた社会連帯を図り、地域・教育・企業の
中で公的年金制度に対する理解をより深め制度加入や保険料納付に結び付けるため、それぞれの地域に根ざ
した取組として「地域における年金運営の展開に関する事業（地域年金展開事業）」を実施している。

6

地域年金展開事業の概要 ～公的年金制度に対する理解の促進～



２ 主な広報の手段 （３）地域年金展開事業 ～公的年金制度に対する理解の促進～

② 年金セミナー

年金事務所若手職員が大学や短大、専門学校、高等学校等

の教育機関を訪れ、若年層に対し、年金制度の意義や仕組み

について理解を深めていただくためのセミナーを開催。

平成30年度は、全国で延べ3,993回開催し、約30万人

の学生・生徒に対し実施

■年金セミナーの実施回数

日本年金機構では、自治体、地域の関係団体、年金委員と連携し、地域、企業、教育等の様々な場に
おいて、制度周知リーフレットの配布や年金制度説明会、年金セミナー等の実施による年金制度の普及・
啓発活動を行っている。

地域活動の展開
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① 年金制度説明会

年金事務所職員が自治体や民間企業、関係機関、関係団

体などに出向き、地域住民や事業所の事務担当者等を対象

とした年金制度説明会を開催。

平成30年度は、全国で延べ3,142回開催し、約10万人

に対し実施

■年金制度説明会の実施回数

2,785回
2,885回

3,142回

2,500

3,000

3,500

平成28年度 平成29年度 平成30年度

3,467回

3,650回

3,993回

3,000

3,500

4,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度



２ 主な広報活動 （３）地域年金展開事業 ～公的年金制度に対する理解の促進～

受講者へのアンケート結果によると、受講前と受講後で

は、「年金」に対するイメージ（「とても良い」「まあ

良い」の割合）が40％から86％へと改善

場所･対象 高校の講堂、3年生

時 間 １枠（50分）

内 容

・ 年金啓発資料として冊子「知っておきたい年金のはなし」を

配布

・ 年金制度の意義や仕組み、役割等についてパワーポイント

または紙資料等を用いて説明（20～30分程度）

・ 質疑応答

・ アンケート

■年金セミナーのプログラム例■年金セミナーの様子

受講後のイメージ受講前のイメージ

（平成30年度アンケート結果）

■年金セミナーのアンケート結果（平成30年度）

■年金セミナー教材

若年層が年金制度を視覚的に理解できるよう、イラスト、表、グラフなどを多く使用POINT
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年金セミナーの概要



２ 主な広報活動 （３）地域年金展開事業 ～公的年金制度に対する理解の促進～

■年金セミナーコンテストでの発表
の様子

■年金セミナーコンテスト後に意見
交換会を開催し、情報共有

年金セミナー講師を務める若手職員を中心に、互いの

説明手法等の改善・共有や、プレゼンテーションスキ

ルの向上を図ることを目的とし、平成29年度から開催。

全国15か所の地域の代表者から優秀者を決定するほか、

撮影した動画等を用いたフィードバック研修を実施し、

講師の育成に努めている。

〔参考〕セミナーの質を高めるための取組 ～年金セミナーコンテストの開催～
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■エッセイ募集ポスター■ねんきん月間周知ポスター

日本年金機構では、毎年11月を「ねんきん月間」と位置付け、

全国の年金事務所において、地域の教育機関、自治体、事業

所等に出向き、年金セミナーや年金制度説明会、出張相談等を

実施している。

また、公的年金を身近に感じていただき、年金制度に対する

理解を深めていただくため、平成22年度より「わたしと年金」

エッセイを募集。

平成30年度においては1,154人からの応募があり、「年金の

日（11月30日）」に、厚生労働省において厚生労働大臣賞、

日本年金機構理事長賞等の表彰を実施。また、優秀作品を

機構ホームページに掲載。

ねんきん月間の取組



２ 主な広報活動 （３）地域年金展開事業 ～公的年金制度に対する理解の促進～
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年金委員の活動支援

年金事務所では、定期的に年金委員を対象とした研修会や連絡会を開催し、必要な情報

や資料の提供を行い、年金委員の活動をサポートしている。

また、日本年金機構本部（東京）においても、毎年１回、全国年金委員研修会を開催。

活動事例（実際に年金委員から報告のあった事例）
① 説明会に関する活動
町内会や老人クラブで、自身が年金委員であることを紹介し、相談等の対応や年金に関
する啓発を実施

② 相談に関する活動
従業員や住民からの相談に対し、年金事務所のどの窓口にどのように相談すれば良いか
をアドバイス

③ 広報に関する活動
事業所内や自治会の掲示板に年金に関するポスターを掲示させてもらうなどの広報活動

④ 立場を活用した活動
民生委員と年金委員を兼務しているため、民生委員の地区会議等で年金に関する広報誌
の配付や説明を実施

年金委員と連携した制度の普及

年金委員の職務等は次のとおり。

○ 厚生労働大臣からの委嘱を受けて、政府が管掌する厚生年金保険及び国民年金に関する適用・保険料・給付などについ
て、

会社（職域型）や地域（地域型）において啓発、相談、助言などの活動を行う民間協力員
○ 活動の範囲により「職域型」と「地域型」の２つに区分され、職域型年金委員は主に厚生年金保険の適用事業所内で、

地域型年金委員は自治会などの地域において活動している（平成31年3月末現在、全国で約12万人を年金委員として委嘱）
≪年金委員の代表的な活動≫

① 年金事務所の依頼を受けて活動する。

パンフレットやチラシの配付・回覧、ポスターの事業所や自治会掲示板などへの貼付

② 年金委員が自ら活動する。

従業員や地域住民に対する各種手続きの助言・相談、年金事務所や市区町村窓口の案内

■全国年金委員研修の様子

■年金委員の活動の様子具体的な取組


